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新規劣後特約付ローンによる資金調達および 

既存劣後特約付ローンの期限前弁済に関するお知らせ 
 

当社は、新規劣後特約付ローン（以下、「本劣後ローン」という。）による資金調達および既存劣後

特約付ローン（以下、「既存劣後ローン」という。）の期限前弁済（以下、本劣後ローンによる資金調

達と併せて「本リファイナンス」と総称する。）の実施を決定しましたのでお知らせいたします。 

 

記 

 

1. 本リファイナンスの目的 

 本リファイナンスは、既存劣後ローンの借換制限（リプレイスメント）条項（※1）を遵守しつつ、

収益力強化を実現する事業戦略の遂行・財務体質の強化および資本効率の維持を図ることを目的とし

ております。なお、本劣後ローンは既存劣後ローン同様、株式会社格付投資情報センターおよび株式会

社日本格付研究所から資金調達額の 50%に対して資本性の認定を受ける見込みであり、株式の希薄化な

しに実質的な財務体質の強化に寄与します。  

 

※1：「当社は、期限前弁済日以前 6 か月間に、普通株式または既存劣後ローンの資本性と同等以上

の資本性を有するものと全ての格付機関から承認を得た借換証券により資金を調達する場合

に限り、既存劣後ローンの期限前弁済を行うことができる」旨の条項。 

 

2. 本劣後ローンの概要 

 本劣後ローンの条件について、以下の内容で予定しています。 

 

借入額 200億円 

資金使途 既存劣後ローンの期限前弁済に充当 

契約締結日 2022年 3月 31日 

実行日 2022年 5月 31日 

弁済期日 

2082年 5月 29日 

但し、2027 年 5 月に到来する利払日およびそれ以降の各利払日に

おいて、元本の全部または一部の期限前弁済が可能 



借換制限条項 

期限前弁済を行う場合、当該期限前弁済が行われる日以前の 12か

月間に、本劣後ローンと同等の資本性を有することを全ての格付機

関から承認を得た借換証券によって、その評価資本相当額が当該期

限前弁済が行われる本劣後ローンの評価資本相当額以上となる資

金調達を行うことを想定している。ただし、当該期限前弁済を行う

時点の最新の連結貸借対照表に基づいて計算される連結株主資本

比率が、2022 年 3 月に終了する年度決算期の末日の連結貸借対照

表の株主資本比率を上回っている場合には、直近の連結株主資本金

額から、2022 年 3 月に終了する年度決算期の末日における連結株

主資本金額を控除した金額に 50％を乗じた金額を期限前弁済がな

される本借入の評価資本相当額から控除することができる。 

利息支払に関する条項 
当社はその裁量により、本劣後ローンの利息の全部または一部の支

払を繰り延べることができる。 

劣後特約 

本劣後ローンは、清算手続、破産手続、会社更生手続および民事再

生手続において劣後性を有する。 

本劣後ローンに係る契約の各条項は、いかなる意味においても劣後

債権の債権者以外の当社の債権者に対して不利益を及ぼす内容に

変更してはならない。 

格付機関による本劣後ロ

ーンの資本性評価(予定) 

株式会社格付投資情報センター クラス 3・50% 

株式会社日本格付研究所 資本性「中」・50% 

 

3. 既存劣後ローンの期限前弁済の概要 

期限前弁済日 2022年 5月 31日 

期限前弁済総額 200億円 

期限前弁済事由 既存劣後ローンの期限前弁済条項による 

 

以上 


